明新学校財団法人明新科技大学学外実習協定書
立合約書人：                     (以下「甲」という)
明新学校財団法人明新科技大学(以下「乙」という)

専門技能育成を目的とし、共同で実習教育と実務訓練を推進めることを原則とし、以下の事項を定め共同でこれに従うものとする：
一、実習の提携内容：
(一)甲の管理部門：「      」は中華民国労働基準法及び関連労働法の規定に基づき乙の実習生を雇用し、実習部門の配置、関連手続き、実務訓練及び実習生の生活指導を行うものとする。
(二)乙の関連部門：「      」は学生実習の関連業務及び連絡を請け負い、教師は学外実習の学生指導を請け負うものとする。
二、実習生の指導
(一)甲の実習部門は実習生に対し専門的実務訓練を行い、学習目標と教育訓練プランを制定する。また専門の指導者を配置し厳しくプロ意識と専門実務技能を育成し、また適度に管理実務に関する知識も提供するものとする。
(二)甲が提供する訓練において実習生を違法行為に従事させることはできない。甲が違反した場合は、乙の裁量で本協定の終了を決め、乙の実習生と甲が実務訓練関係を終了できるものとする。
(三)実習期間中すべての学生は教師や実習部門の管理者の指導役から指導を受け、指導係は実習内容と指導を監督する。また実習前に「学生個別実習計画書」を作成し学生の実務学習の根拠とする。
(四)実習期間中乙が定期的に教師を派遣し実習生に対する視察を行い、学外学習の指導、面談、連絡を担当する。乙が定期的に視察を行わない場合、甲の実習部門の管理者が連絡するものとする。
三、実習の評価
(一)実習期間は甲の実習部門の管理者および乙の教師が共同で実習成績と実習態度の評価を行なうものとする。
(二)実習生が勤勉性や適性に欠ける時は、甲が乙に知らせ指導を行う。指導しても改善しない者は終了処分にすることができるものとする。
(三)実習生が実習期間中規定の期限までに「学外実習レポート」を作成し、学科の審査を受け、成績合格者には単位を授与するものとする。
(四)実習協定方式は不定期に各項目を見直し、更に適切な協定を結べるようにするものとする。
四、実習生資料：
	氏名
	学籍番号
	プログラム
	学科
	コース名
	總學 分數
単位

	
	
	
	
	
	
	
	


五、実習期間と訓練内容：
	氏名
	実習期間                   (年/月/日~年/月/日)
	最低実習時間数
	実習訓練内容

	
	
	
	


六、実習待遇
(一)□月収(労働基準法の定める最低賃金による)：毎月新台湾ドル：　　　　元。
(二)□時給(労働基準法の定める最低賃金による)：毎時間新台湾ドル：　　　　元。
(三)□実習手当：毎月新台湾ドル：　　　　元。
(四)□実習奨学金：実習終了時に台湾ドル：　　　　元を支給。
(五)□なし

(六)□その他（詳しい内容：                                 。）
七、代休の方式
    正社員の規定に照らし合わせて行うものとする。

八、食事と寮の提供についての事項：
(一)食事の提供：□あり、□なし。
(二)寮の提供：□あり、□なし。
九、保険に関する事項：

    実習生の手続き時に甲は□労働保険、□健康保険、□退職金、□団体保険または傷害保険（☑をいれる）を提供する。
十、その他の規定
本協定書及び関連添付資料はすべて協定書の一部とみなし、協定項目と同等の効力を持つものとする。その他実習に関して未協定の箇所については、必要に応じ協議した後制定するものとする。
十一、協定訴訟
(一)本協定書は一式二部とし、甲、乙各自一部づつ保管するものとする。
(二)本協定書は中華民国民法、労働基準法等の関連法令に基づき、協定書で詳細でない部分は、全て中華民国の法律に従うものとする。
(三)この協定内容に関する内容で訴訟を起こすときは台湾　　　地方裁判所を第一管轄所とする。
立合約書人

	甲　　方：
	

	責任者：
	

	住所：
	

	識別番号：
	

	乙　　方：
	明新學校財團法人明新科技大學

	学長：
	

	住所：
	新竹縣新豐鄉新興路1號

	識別番号：
	46802708

	
	
	


中華民國　　　年　　　月　　　日
